
－ 1 －

はじめに
ニュージーランドは人口 496万人、国土面積 26

万 8,107km2、GDP 3010億 NZドル（2019年度）
の小国であり、世界で初めて女性参政権、女性首

相の誕生、インフレターゲット採用をした国とし

ても知られる。小国ニュージーランドが世界から

注目されたのは 1984年からの大胆な経済改革（ロ
ジャーノミクス）により一気に市場重視型の経済

システムへと変える社会実験的にもみえる大改革

をおこなったときである。

ニュージーランドは 1984年、労働党が政権を
とると、経済改革を急速に推し進めていき、市場

システムを重視する経済システムへと転換し、海

外からの資金の流入を促し、経済成長へとつなげ

ているといえる。外資に依存する割合が高く経常

収支の赤字はあるが、財政的には債務の割合は低

く先進諸国の中でも極めて健全な状況を維持して

1）  ここでの年度は前年 4月から 3月までとなり、例えば 2019年度は 2018年 4月から 2019年 3月までの期間となる。
2）  作成にあたり 2000年度までは 1971年価格でみた実質 GDPデータであり、2001年度からは、2009年価格でみた実質 GDPのデー
タを基に以下のような処理をした。1988年から 2000年までの 2009年価格でみた実質 GDPと 1971年価格でみた実質 GDPの比率
の平均を求め、2001年以降の実質 GDPは 2009年度価格でみた 2001年度以降の実質 GDPにこの比率をかけることにより求めた。

いる。

図－1は 1956年度から 2019年度 1）までのニュー

ジーランドの実質 GDPと経済成長率である 2）。

ニュージーランドは戦後、政府が経済に深く関与

する形であったが安定した経済成長を続けてい

た。しかし、1967・8年に羊毛の国際価格の大幅
な下落によりマイナス成長となるが、1970年代に
入ると政府の対策、一次産品の国際価格の上昇も

あり景気は回復するが、先進諸国が変動為替レー

トに移行、石油ショック、イギリスの ECへの正
式加盟など対外環境の大幅な変化によりインフ

レ、失業率の上昇など従来の経済システムでは対

応できない状況へと追い込まれることになった。

このような外部環境の大きな変化はニュージーラ

ンドが市場重視型の経済システムへとかわってい

く一因といえる。
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図－1
出所）ニュージーランド統計局
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本稿では、ニュージーランドの一連の経済改革

について概観し、この経済改革に伴うニュージー

ランド経済の変化について考察する。

１．経済改革までのニュージーランド経済
ニュージーランドは第二次世界大戦以降も英

連邦としてイギリスへの輸出で優遇されており、

農業など一次産品輸出により安定した成長をし

ていた。図 1は 1956年度から 2019年度までの
ニュージーランドの実質 GDPを表したものであ
る。1967・8年と羊毛の国際価格が暴落した影響
で景気は悪化したものの 1976年度まで年平均成
長率は 5.0％を上回る安定した成長を遂げていた。
失業率についても 1960年代、70年代後半までほ
ぼ完全雇用の状態である（図―2参照）。このよう
に安定した成長を遂げたニュージーランドの特徴

として政府による経済の統制が挙げられる。景気

の変化に対して政府が積極的に補助金や政府関係

の事業をおこなうことにより雇用を生み出してい

た。社会保障も充実しており、世界経済の変化に

対し政府が臨機応変に対応し、安定した成長を維

持していた。

政府による統制は貿易、為替相場、日常品の価

格統制など多方面に及んでいた。このような政府

による強い規制は、1929年の世界大恐慌の経験以
降おこなわれている。

貿易に関してみると、輸出業者に対しては、貿

3）  ここでの失業率は登録された失業者である。

易によって得た外貨を固定レートで準備銀行に売

ることを義務付けられており、一方、輸入につい

ては政府からのライセンスを得なければならず、

政府によって輸入の制限をおこなっている。これ

により国内生産者を国際競争から保護していた。
1965年のニュージーランドの輸出の 30.6％（金額
ベース）は羊毛であったが、1967年、その羊毛の
国際価格が 20％下落、さらに翌 1968年にも羊毛
の国際価格がさらに 20％下落したことに対し、政
府は農家所得の安定のため、羊毛を国際価格より

も高い価格で買い上げるとともに、通貨を約 20％
切り下げた。労働市場については、強力な職業別

労働組合の上に築かれた労使関係制度と家族を維

持する公正な賃金を支払う制度を政府が作る。政

府は、失業者が増えると、鉄道、林業省のような

政府の省庁が雇うなどの政策によりほぼ完全雇用

に近い状況を維持してきた。図－2からわかるよ
うに 1977年までニュージーランドは失業率がほ
ぼゼロの状態であった 3）。価格統制もおこない、

基本的財貨・サービス（パン、ミルク、電話サー

ビス、電気のような）については政府が価格を統

制している。そのため、1960年代を通しての消費
者物価の上昇率は年 3.4％と低い状態が維持され
ていた。

世界経済の大きな混乱の波は小国ニュージーラ

ンドに大きな影響を与える。1967・8年に起きた
羊毛の国際価格暴落には、政府による羊毛の買取

図－2
出所）Dalziel, Paul and Ralph Latimore（1996）のデータを基に筆者が作成
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と為替レートの切り下げで対応することができた

が、1970年代に入るといわゆるアメリカが金と米
ドルとの交換を停止すると宣言したことにより米

ドルを軸とした固定為替制度の崩壊、石油ショッ

クが起こり、さらにニュージーランドが優位な条

件で農産物を輸出していたイギリスが EC（ヨー
ロッパ共同体）に正式加盟するという出来事が起

こった。
1970年代初頭から穀物、羊毛など一次産品価

格の上昇、スミソニアン協定による円、ドイツマ

ルクなどの切り上げ、さらに原油価格の上昇の

影響で、ニュージーランドでは 1975年以降交易
条件は悪化した。またイギリスの EC加盟による
ニュージーランドからイギリスへの輸出激減、世

界経済の低迷、それに伴う先進諸国での農業に対

する保護政策の影響も加わり、経常収支赤字の対
GDP比率は 14％に達した。1976年、政府は経常
収支の赤字を削減するよう政策目標を変更し、政

府支出削減、為替切り下げ、電気料金 40％引き上
げ等をおこなった。その結果、国内では、インフ

レが拡大し、1978年には戦後初めて失業率が 1％
を上回ることになった。1979年には石油価格の上
昇（第 2次石油ショック）によりさらにインフレ
が進んだ。このような事態に対し、政府は、経済

を成長させ失業を減らすための対策としてエネル

ギー価格の継続的上昇を見込んでペトロコープ・

アンモニア―尿素プラント、ワイタラ・メタノー

ル・プラント、マースデン・ポイント石油精製所

拡張などのエネルギー部門を中心とした大建築プ

ロジェクトを展開した（シンクビッグ計画）。し

かしながらこれらのプロジェクトの技術や生産設

備は輸入に頼らなければならず、再び国際収支の

悪化、インフレの拡大をもたらした。1981年のイ
ンフレ率は 14.9％、失業率は 3.7％と高い状態で
あり、1982年 6月、国民党党首のマルドーン首相
はインフレ対策に力を入れるべく賃金、金利、為

替レートを含む国内経済すべての価格の凍結を 12
か月間おこなうと発表した（価格凍結は 1984年 2
月まで延長された）。その結果、インフレは抑え

られたが、失業率は 6％近くまで上昇し、経常収
支赤字の GDP比は 5％を上回った。

２．ニュージーランドの経済改革
1984年の選挙でこれまでのマルドーン首相率

いる国民党は敗れ、ロギン党首が率いる労働党が

政権をとった。ニュージーランドの経済改革は大

きく労働党政権の 1984年から 1990年までの時期
と国民党政権の 1990年から 1996年までの時期に
分けることができる。第 1期の労働党政権での経
済改革はダグラスロジャー蔵相が中心となり、政

府による統制から市場メカニズムを重視するシス

テムに変わるため金融、貿易、公共部門、産業政

策など様々な分野の規制緩和が広範におこなわれ

た。

新政権となって直近の問題は為替レートの問題

であった。1982年 6月からの価格凍結政策で為替
レートの切り下げがおこなわれない中、1984年 7
月の選挙後の切り下げを見越したニュージーラン

ドドル売りの圧力が高まり、政府は外貨準備がほ

ぼ底をつく状況であった。選挙後、準備銀行は直

ちに外国為替市場を閉鎖し、新政権はニュージー

ランドドルを 20％切り下げた。その後 1984年 10
月にニュージーランド資本市場での外国企業の借

り入れ制限を撤廃、ニュージーランド企業、個人

の海外からの借り入れ制限を撤廃し、1984年 11
月には銀行、適格企業は準備銀行の許可なく直接

外国通貨の取引を可能とし、1985年 1月には外国
為替の先物取引を開始した。これらの準備を経て、
1985年 3月にはニュージーランドは変動相場制へ
と移行した。

貿易に関しては、それまで、輸入ライセンス、

輸入関税、輸出促進のための補助金、農業生産

への助成融資、最低保証価格などがあったが、輸

入ライセンスは競争入札にし、ライセンスを得る

ための価格を引き上げ、それを基に各財の関税化

を進めた。また補助金、税制上の優遇措置をなく

していった。その後関税の引き下げをおこない、
1981年の平均関税率 28％から 1996年には 5％、
2013年には、全輸入の 90％が無税となった。
金融分野では 1984年 7月に預金・貸出金利の

自由化、1985年 2月に銀行に対する資産保有規制
の撤廃、1987年に銀行業への参入の自由化、1989
年には中央銀行の独立性を保証する準備銀行法が

施行され、物価安定目標を達成するためにいわゆ
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るインフレターゲット（当初は消費者物価指数の
0から 2％）が世界で初めて導入された。
財政面では 1986年、社宅などの付加給付を課

税対象とすると同時に所得税の最高税率を引き

下げる（66％から 48％、88年には 33％）ととも
に GST（財・サービス税当初は 10％、89年には
12.5％、現在は 15％）を導入した。公共部門では、
1986年に国有企業法が施行され、政府がおこなっ
てきた事業活動の多くは株式を国が保有する国有

企業となり、従業員は公務員の身分を外れ、民間

から任命された取締役会の指導のもと経営者は国

有企業でない該当産業内の企業に匹敵する利益を

上げることを経営目標とした。また郵便貯金銀行、

ニュージーランド航空、鉄道、テレコムなど政府

が所有する必要がないとみなした事業活動は民営

化していった。産業政策としては、農業に対する

補助金、優遇措置の撤廃を進めるとともに、1986
年には競争促進法を改正し、市場競争原理の促進

および参入規制の撤廃を進めた。市場競争原理の

促進により 1984年当時、39の生産団体（自動車、
肥料、バター、石鹸を含む）は特定の価格統制を

受けていたが、1992年末までにすべての統制は解
除された。参入規制の撤廃としては、アンセット

ニュージーランド航空の参入、銀行の参入、タク

シーの参入の自由化などがなされた（その結果、

ウェリントンでタクシーは 50％増加した）。
第 1期の改革では労働党政権ということもあり、
労働政策については十分な改革がなされないまま

であり、また社会福祉予算を削減することができ

ず、財政赤字も GDP比で 4から 5％と高い水準で
あった。1990年 10月から発足した国民党政権は
第 1期の改革を推し進め労働政策、財政健全化の
ための改革をおこなった。

労働政策として、当時、ニュージーランドでは

労働者は労働組合に加入しなければならず、労働

組合と雇用者団体とが交渉をしていた。早い段階

で決まった職種の賃金上昇は、他の職種の賃金交

渉の根拠となるため、労働の超過供給状態の職種

であっても賃金は上昇しやすく、下がらない傾向

となっていた。1987年に制定された労使関係法
では個別賃金交渉への移行を目指したが成果が上

がらなかった。国民党政権となった 1991年 5月、

ボルジャー首相は雇用契約法を成立させ、労働者

は賃金交渉や条件交渉を自ら雇用者とおこなうこ

ともできるし、弁護士、労働組合の代表、専門家

を代理人として雇用者と交渉することもできるよ

うになった。この法律の成立により労働組合は賃

金などの雇用条件交渉の指導力を失うなど経営者

側に有利な内容となった。

新政権は財政赤字の削減のため、年金の支給開

始年齢を引き上げ社会保険関連の支出を削減させ

るとともに国の負債を削減し財政の健全化を目指

した。他の国と同様ニュージーランドでも選挙

前には歳出を増やす傾向があり財政悪化の一因と

なっていた。1994年 6月政府は財政責任法を通過
させる。同法では、国の負債総額を良識的な水準

まで下げる（GDP比 20から 30％を想定か）、合
理的な期間にわたり経常支出は経常収入を平均し

て超えてはならない、国の正味資産は期待に反す

る何らかのショックを緩衝するためにプラスに維

持しなければならない、危険が伴う財政政策は、

慎重に実行されなければならない、税率の水準と

安定性は、将来に向かって良識的に十分な見通し

が可能な範囲であること、という 5つのガイドラ
インを設けることで財政責任を明確化した。また、
3月末までに予算政策報告書で、長期政策目標と
短期戦略を説明、責任ある財政運営であることを

示す、6・7月の予算演説では、「経済と財政の最
新情報」（財務省が作成する向こう 3年間の財政
見通しと当年度予算が予算政策報告書と矛盾がな

いことを説明した「財政戦略報告書」を示す、12
月もしくは総選挙前に、財務省は、「経済と財政

の最新情報」）を刊行することにより財政内容の

透明化を図った。
1984年から始まったニュージーランドの経済

改革はどのように評価されているのであろうか。

第 1期の経済改革の期間、急速な改革にもかかわ
らず景気は回復せず、失業率も高くインフレも高

水準であり、「改革の痛み」の時期ともいわれる。

第 2期の 1990年代の後半になると景気は回復す
るが当時アジア経済の急成長もあり、ニュージー

ランドの経済改革の効果によるものか否かについ

ては議論もある。ただ、グローバル化が進む世界

経済の中で、小国ニュージーランドが生き残って
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いくためには、統制経済の状況から一連の改革を

推し進めることは必要不可欠なものであり、自由

化、市場メカニズムの導入、規制緩和はニュージー

ランドにとって意義があったといえる。その一

方で、労働党政権下で労働市場の改革が遅れ、イ

ンフレ抑制のために名目金利を引き上げても賃金

の高止まりのためインフレを抑制する効果が弱ま

り、その結果長く実質金利が高止まりし、マクロ

経済に影響したこと、2000年に労働雇用法の改正、
2001年ニュージーランド航空の再国有化、2008
年ニュージーランド鉄道の再国有化など一連の改

革が後退した点、外資に依存する体質が強く経常

収支の中の第一次所得が大きな赤字である点、農

産物を中心に輸出し、機械等の高付加価値製品を

輸入する基本的な構造が変わっていない点などで

まだ改革としては不十分という評価もある。しか

し、政府債務の対 GDP比は先進諸国の中でも極
めて低く、健全財政となっており、フォンテラ社、

ゼスプリ社など世界規模で活躍する企業も誕生し

ている。政府自身も効率性、生産性を意識し、人

口わずか 500万人弱にもかかわらず積極的に観光
客を誘致すべく活動し、ワールドカップなどの世

界大会の誘致に力を入れ存在力を発揮している。

4）  先進経済圏は、OECD諸国 +香港 +マカオ +台湾を指す。

これらは改革により市場経済化を推し進めたこと

の成果であり、筆者としては一連の経済改革は

ニュージーランドにとって大きな意義を持つもの

であるといえよう。

３．経済改革と現代ニュージーランド経済
経済改革後、ニュージーランド経済はどのよう

に変わったのであろうか。本節では 1984年の経
済改革以降今日に至るまでのニュージーランド経

済について他の先進諸国と比較しながら概観し、

その特徴について考察する。

図－3は 1985年から 2018年に至るニュージー
ランド、日本、先進経済圏 4）の実質経済成長率を

示したものである。1990年代初めまでのニュー
ジーランドの成長率は先進経済圏と比べ明らかに

低く、経済改革による痛みの時期であるといえる。

成長率のトレンドをみると 1997年に起きたアジ
ア通貨危機の影響、2008年のリーマンショックに
よる影響を受け一時低迷するが、基本的には先進

経済圏を上回る経済成長を達成している。

失業率については、1960年代は統制経済下の失
業率はほぼ 0％であった（1968年に起きた羊毛の
国際価格の暴落のときでも 0.8％であった）。1970

図－3
出所）IMF Database
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年代後半に入り石油ショックの影響等による世

界経済の低迷もあり失業率は上昇するが、戦後

ニュージーランドで失業率が 1％超えたのは 1978
年の 1.7％であり、他の先進諸国に比べると低い
状況であった。一連の経済改革の成果が出始める
1980年代後半になると失業率は先進諸国と同程度

の水準となり、その後は同じもしくは低い状況で

推移している。（図－4参照）
消費者物価指数については 1980年代の初めは

マルドーン政権下で価格凍結をおこなったため低

くなっているが、改革がおこなわれると 1980年
代終わりまでは高くなり、その後は今日に至るま

図－4
出所）IMF Database

図－5
出所）IMF Database
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で他の先進諸国同様、安定した状態で推移してい

る。これは改革により政府による統制から規制を

減らし、市場経済重視の形へとかわることによる

成果といえる。（図－5参照）
かつてニュージーランドは政府による統制が強

く、経済に強く関与していた。それに伴い GDP
に占める政府支出の割合は高い状態であった。

図－6は GDPに占める政府支出の割合を示したも

のである。1985年の値は 46.2％、ピークの 1991
年には 53.0％と他国と比べ高い水準であることが
わかる。1990年代に入ると国民党政権のもとで福
祉予算の削減、1994年には財政責任法が成立した
が、2000年ごろまではなお他国に比べ GDPに占
める政府支出の割合は高いものであった。しかし

それ以降は他国と同様もしくは低い状況となり、

ニュージーランドは小さな政府を実現したといえ

図－6
出所）IMF Database

図－7
出所）IMF Database
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る。また財政収支についてみても（図－7）経済
改革が始まった当初から 1990年代初めまでは他
の諸国に比べ赤字の程度は悪かったが、その後急

速に改善し、2015年以降では 5か国の中でニュー
ジーランドのみが財政収支は黒字を維持してい

る。財政責任法成立前年の 1993年の政府負債の
GDP比は 54.6％であった。この法律では政府負債
の GDP比を 20から 30％に削減することを目指
した。その成果は着実に表れ、2001年には 28.2％
2007年には 16.3％へと減少した。その後リーマ
ンショックなどの世界経済危機もありその比率は

上昇するが、2017年においても日本 235％、米国
106％、イギリス 87％、オーストラリア 41％、先
進経済圏全体でも 100％を超えるような水準の中、
ニュージーランドは 31.6％と財政的には健全な状
況を維持している。（図－8参照）
経済改革を通じてニュージーランドは輸出の中

心であった農業についても様々な補助金をなくし

ていった。それに伴い農業分野にも市場メカニズ

ムを通じた競争原理に基づきその構造も変わって

いった。それはニュージーランドの貿易構造の変

化をもたらす。

輸出相手国についてみると、ニュージーランド

はイギリスが ECに正式加盟する 1970年代初旬ま
ではイギリスへの輸出が中心であった。国別の輸

出額の割合をみるとイギリスへの輸出は 1960年
度 51.2％、1970年度 36.0％であったが、1980年
度には14.2％、1990年度には7.2％、2000年度4.8％、
2010年度 2.3％、2018年度 2.6％とそのウェイト
を低下させていった。一方アジアとの貿易は拡大

し、1970年度 13.5％、1980年度 25.4％、1990年
度 30.8％、2000 年度 36.7％、2010 年度 39.6％、
2018年度には 52.3％へと拡大している。とりわけ、
中国への輸出は 2009年度には 10.1％と日本への
輸出を上回り、2013年度には 22.6％とオーストラ
リア（17.5％）を上回り最大の輸出相手国となり
2018年度には 26.3％となっている。このように
ニュージーランドの貿易相手国はかつてのイギリ

ス、そしてオーストラリアからアジア（とりわけ

中国）中心へとかわっていった。

輸出品目についても 1960年代には最大の輸出品
は羊毛であったが、1990年代、2000年代を通じ
て急速に乳製品の比率が高まっていった。羊毛の

輸出全体に占める比率は 1960年度 33.6％、1970
年度 16.7％、1980年度 14.8％、1985年度 12.1％
であったが、1990年度には 6.1％、2000年度には

図－8
出所）IMF Database
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2.8％、2010年度には 1.6％、2018年度には 0.9％
へと減少している。一方、粉ミルク、バター、チー

ズなどの乳製品の輸出に占める比率は 1985年度
13.1％、1990年度 12.8％、2000年度 18.1％、2010
年度 24.6％、2018年度 25.4％へと拡大している。
このように 2000年代以降は最大の輸出品目は乳
製品へとかわっていった。

このように、ニュージーランドは経済改革によ

る市場重視型の経済システムに変わっていくこと

により同じ産業内でも競争力のある分野へと構造

を変えていき、それにより成長率においても改革

前には先進経済圏の平均を下回るような状態から

同等もしくは上回るような状況へとかわっていっ

た。また財政面ではかつての大きな政府から小さ

な政府となり、2000年以降はリーマンショックの
時期を除けば財政収支は黒字となっており、先進

諸国と比べても政府債務の割合は低く健全な財政

を維持している。

小国ニュージーランドは経済改革を通して市場

経済重視の経済システムへと変貌したが、今後の

ニュージーランドのさらなる発展を考えるとき以

下のような点に注意を払う必要があろう。

第一は、ニュージーランドは海外からの借り入

れが多く経常収支の赤字が長く続いている（図－
9参照）。経済改革が始まる 1984年には経常収支
の赤字の GDP比は 8.9％となっている。近年にお
いてもリーマンショックのころには経常収支の赤

字の GDP比は 7.8％となっている。ニュージー
ランドは政府部門の海外からの債務は低下してい

るが、海外からの直接投資、証券投資は多い。経

常収支の赤字のうち一次所得収支の赤字は大きい

が、これらが短期の証券投資によってファイナン

スされているのであれば、世界の経済の変化や投

資家の行動によってはニュージーランド経済に大

きな影響を与える可能性がある。経常収支の赤字

は近年 GDP比でみて改善されつつあるものの、
リスクに対する注意が必要であろう。

第二に、ニュージーランドは経済改革で規制、

補助金などを極力なくしてきたため製品市場に

おける規制の程度が低くなっていっている。しか

しながら再国有化などの揺り戻し、また、様々な

規制を緩和している国々が増えており、相対的に

競争力が低下している。OECDの調査によると、
ニュージーランドは 1998年、2003年、2008年と
イギリスに次いで第 2位であったが、2013年には
5位に、2018年には 10位へとその順位を下げて

図－9
出所）IMF Database
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いる（表－1参照）。
最後に輸出構造をみると農業を中心とした一次

産品が大きなシェアーを占めているが、さらなる

経済成長を目指すのであれば国の高度な工業化と

より付加価値の高い工業製品の輸出が必要であ

り、研究開発を含めた産業政策をどのようにする

かが課題であろう。

おわりに
ニュージーランドは 1984年からの規制緩和

を含む経済改革をおこなった。経済改革の第 1期
は「改革の痛み」の時期ともいわれ、低成長、高

失業率に苦しむが、この時期になされた規制緩和

などの経済改革によりニュージーランドは一気に

市場経済重視の経済システムへと転換できたとい

える。経済改革の第 2期になされた労働市場の改
革、福祉政策の見直しと財政責任法により財政の

健全化の改革がなされ、今日においても小さな政

府、政府負債の割合の低い状況を維持している。

グローバル化が進む世界経済の中で、小国

ニュージーランドが生き残っていくためには、一

連の経済改革は必要不可欠なものであり、市場重

視型の経済システムへと転換したことにより、海

外からの資金の流入を促し、経済成長へとつなげ

表−1 製品市場における規制の状況

出所）OECD product market regulation  Database
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ているといえる。外資に依存する割合が高く経常

収支の赤字や農産物を中心に輸出し、機械等の高

付加価値製品を輸入する基本的な構造、規制緩和

の程度の相対的な低下など問題も抱えているが、

安定した成長を遂げ、財政的には債務の割合は低

く先進諸国の中でも極めて健全な状況を維持して

おり、一連の経済改革の意義は大きいといえよう。
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